
 

 

 

（基本的留意事項） 

第 １ 条  

 受注者は、業務の遂行に際し、個人情報保護法、不正競争防止法等の情報

保護に関する諸法令（関連する官公庁のガイドラインを含む。）の遵守に留意す

るものとする。 

 

（用語の定義） 

第 ２ 条 

本秘密保持の取扱いにおける用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。 

① 「業務」とは、発注者および受注者間で行われる情報の提供を伴う行為（交

渉、協議、依頼等を含む。）の一切をいう。 

② 「業務情報」とは、業務に関して契約成立の前後を問わず受注者が発注者

から提供を受けた情報および貸与を受けた関係資料ならびに業務遂行の結果

（過程を含む。）取得した情報をいい、口頭、文書、図面、電子データ、磁気デー

タその他一切の形式によるものを含む。 

③ 「関係者」とは、業務の遂行上秘密情報を必要とする受注者の役員、従業員

（派遣社員を含む。）および業務の下請者または下請者となりうる取引先をいう。 

④ 「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれ

る氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）をいう。 

 

（秘密情報の定義） 

第 ３ 条  

 本秘密保持の取扱いにおける「秘密情報」とは、業務情報のうち「秘密」である

趣旨が明示された情報をいい、口頭、文書、図面、電子データ、磁気データその

他一切の形式によるものを含む。 

２ 前項に定める「秘密」である趣旨の明示は、「秘」、「取扱注意」、「社外秘」等

を明記することにより行うものとする。ただし、明記できない場合は、口頭により

行うものとする。 

３ 第１項および次項の規定にかかわらず、個人情報および発注者の顧客情報

（法人に関する情報を含む。）は秘密情報に該当するものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず以下の各号に該当することを受注者が証明した

場合は、秘密情報として取り扱わないものとする｡ 

① 提供、貸与あるいは収集の時点ですでに公知のもの、または開示後情報を

受領した受注者の責によらずして公知となったもの。  

② 発注者が提供、貸与を行った時点ですでに受注者が保有していたもの。 

③ 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの。  

④ 発注者が提供、貸与を行った情報とは無関係に受注者が独自に開発したも

の。 

 

（目的外取扱いの禁止） 

第 ４ 条  

 受注者は、前条に定める秘密情報を業務遂行のためのみに取り扱うものとす

る。 

 

（秘密保持） 

第 ５ 条 

 受注者は、第３条に定める秘密情報を、関係者が必要とする項目についての

み関係者に開示できるものとする。秘密情報を関係者以外の第三者に開示す

る場合は、発注者の書面による事前の承諾を得なければならない。 

２ 受注者は、開示を受けた自己の役員および従業員（派遣社員を含む。）に、

その在職中、退職後を問わず秘密情報を保持させるため、秘密情報の開示に

先立って、秘密情報取扱規程の作成、研修実施、秘密保持誓約書の徴収等、

秘密情報の適切な管理を行うために必要な措置を講じるものとする。  

３ 受注者は、業務遂行に無関係の者が秘密情報を入手することがないよう執

務室への入退室管理、媒体の施錠保管、データファイルへのパスワードの設

定・暗号化等、秘密情報の適切な管理を行うために必要な措置を講じるものと

する。  

４ 受注者は複写機による複写、電磁的記録媒体による複製等の方式を問わず、

業務遂行上必要な範囲を超えて秘密情報の複写複製を行ってはならない。  

５ 受注者は、第３項で定める秘密情報の適切な管理を行うために必要な措置

を講じた場合のみ、業務の遂行上必要な場所に限り資料等を持ち出しできるこ

ととする。 

６ 受注者は、第１項により、関係者である業務の下請者または下請者となりう

る取引先に秘密情報を開示した場合は、当該関係者に対して、本秘密保持の

取扱いに定める受注者の義務と同等の義務を負わせるものとする。当該関係

者の故意または過失により発注者に損害が発生した場合は、受注者はその一

切の責を負うものとする。 

７ 第１項の規定にかかわらず、受注者は、秘密情報を弁護士、公認会計士お

よび税理士（以下、「弁護士等」という。）に開示できるものとする。ただし、受注

者は、本項により弁護士等に秘密情報を開示した場合は、当該弁護士等に対し

て本秘密保持の取扱いに定める受注者の義務と同等の義務を負わせるものと

する。当該弁護士等の故意または過失により発注者に損害が発生した場合は、

受注者はその一切の責を負うものとする。 

 

（秘密情報の保全） 

第 ６ 条  

 受注者は、本秘密保持の取扱いに定める事項が自己の組織内において継続

的に遵守されるよう、秘密情報の保全対策について適宜検証・是正を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  業務遂行に関し、受注者は、発注者の請求があった場合は、情報管理責任

者を定め書面により通知するものとする。情報管理責任者は、受注者が取得し

た秘密情報を責任を持って管理し、本秘密保持の取扱いを関係者に遵守させな

ければならない。 

 

（法令等に基づく開示請求） 

第 ７ 条  

 受注者は、秘密情報について第三者より法令等に基づいて開示請求を受け、

これに基づき開示義務を負う場合は、速やかに発注者と協議のうえ、対応を決

するものとする。  

 

（知的財産権） 

第 ８ 条  

 発注者から受注者への秘密情報の提供は、著作権、特許権等何ら知的財産

権の移転・使用許諾を伴うものではない。  

 

（個人所有パソコン等での業務情報の取扱禁止） 

第 ９ 条 

 受注者は、受注者の役員および従業員（派遣社員を含む。）が個人的に所有

するパソコン等、受注者が業務情報の適切な管理を行うために必要な措置を講

じていないパソコン等において業務情報を一切取り扱わせてはならない。 

２ 受注者は、第三者に業務情報を開示した場合は、当該第三者の役員および

従業員（派遣社員を含む。）が個人的に所有するパソコン等、当該第三者が業

務情報の適切な管理を行うために必要な措置を講じていないパソコン等におい

て業務情報を一切取り扱わせてはならない。 

 

（監査） 

第 １０ 条 

 発注者は、受注者における業務遂行に伴う秘密情報の管理状況を監査する

ため、必要に応じて受注者に対して書面による報告を求め、または、監査員を

派遣することができるものとし、受注者は関連書類の提出等これに協力するも

のとする。 

２ 受注者が、第５条第１項により関係者である業務の下請者または下請者とな

りうる取引先に秘密情報を開示した場合は、発注者は、当該関係者における管

理状況を監査するため、必要に応じて当該関係者に対して監査員を派遣できる

ものとし、受注者はそのために必要な措置を当該関係者との間で実施するもの

とする。 

 

（事故発生時の報告義務） 

第 １１ 条 

 漏洩、改竄、紛失、滅失等、秘密情報に関する事故が発生した場合は、受注

者は直ちに発注者に書面により報告し、発注者の事情聴取に応じるものとする。 

 

（損害の回復） 

第 １２ 条 

 自己に責のないことを受注者が証明した場合を除き、受注者が秘密保持の取

扱いの定めに違反したために発注者に損害が発生した場合は、受注者は発注

者に対して賠償金を支払うとともに、原因究明・損害回復に必要な措置をとり、

経過を書面にて速やかに発注者に報告しなければならない。 

２ 受注者が第９条各項の定めに違反したために発注者に損害が発生した場合

は、前項に規定の証明の有無にかかわらず、受注者は発注者に発生した損害

を賠償しなければならない。 

３ 前各項に基づく義務を受注者が履行した場合であっても、取引停止等、発注

者が相当と認める措置の実施は妨げられない。  

 

（返還義務） 

第 １３ 条 

 業務遂行の途中および業務終了後において、発注者から返還請求があった

場合は、事由のいかんを問わず受注者は発注者から入手した一切の有形的な

秘密情報（電子データ、磁気データおよび秘密情報の複製物を含む。）を直ちに

引き渡さなければならない。 

 

（保管と廃棄） 

第 １４ 条  

 受注者が入手した有形的な秘密情報（電子データ、磁気データおよび秘密情

報の複製物を含む。）は、受注者が保管期間を定め、漏洩、改竄、紛失、滅失等、

発注者の秘密情報に関する事故が発生しないよう、適切に保管するものとする。 

２ 前項の定めにかかわらず、受注者の定めた保管期間終了までに、発注者が

書面で保管期間を指定した場合は、これを保管期間とする。ただし、受注者が

発注者の指定した保管期間に異議を申し出、かつ、発注者がこれを承諾した場

合は、両者協議で保管期間を決定できるものとする。 

３ 受注者は保管期間終了後、受注者が入手した有形的な秘密情報（複製物を

含む。）を、受注者の負担と責任において、裁断、焼却、電磁的記録媒体の物理

的破壊または電子データを復元できないように完全に消去する等の方法により

確実に廃棄処分を行う。 

 

（有効期間） 

第 １５ 条  

 秘密保持の取扱いの規定は、業務の終了にかかわらず効力を有する。 
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